
電
機
産
業
の
人
員
削
減
は
、
２
０
１
１
年
か
ら
の
累
積
で

４
４
万
人
に
達
し
、
黒
字
化
し
て
も
止
ま
る
気
配
が
な
い
。

日
本
の
非
正
規
社
員
は
前
年
比
１
３
万
人
増
の
２
０
３
６

万
人
。
雇
用
不
安
と
低
賃
金
が
改
善
せ
ず
苦
し
い
生
活

沖
電
気
で
は
・
・
・
１
年
を
振
り
返
っ
て
み
ま
し
た
。

種
子
法
廃
止
や
消
費
税
増

税
だ
け
で
な
く
、
現
政
権

は
ご
く
一
部
の
企
業
が
儲

か
る
こ
と
以
外
は
百
害
あ
っ
て
一
利

な
し
に
等
し
い
水
道
民
営
化
を
国
民

の
声
に
耳
を
傾
け
ず
数
の
力
で
押
し

通
そ
う
と
し
て
い
ま
す
。
大
手
メ
デ
ィ

ア
は
、
こ
の
よ
う
な
悪
法
が
通
さ
れ

よ
う
と
す
る
時
、
そ
れ
を
報
道
せ
ず

芸
能
関
連
や
大
物
逮
捕
ニ
ュ
ー
ス
な

ど
で
注
目
を
反
ら
そ
う
と
し
て
い
る

有
様
で
す
。
▼
水
道
民
営
化
で
の
失

敗
事
例
は
海
外
に
も
多
く
あ
り
、
世

界
的
に
は
水
道
の
再
公
営
化
が
進
み

つ
つ
あ
り
ま
す
。
共
通
し
て
い
る
の

は
、
水
道
料
金
の
大
幅
な
高
騰
と
品

質
の
劣
化
で
あ
り
、
そ
れ
に
も
か
か

わ
ら
ず
企
業
に
株
主
配
当
や
役
員
特

別
報
酬
は
十
分
に
支
払
わ
れ
て
い
ま

し
た
。
▼
日
本
の
場
合
は
、
他
の
先

進
国
の
水
道
企
業
に
グ
ロ
ー
バ
ル
資

本
を
利
用
し
て
狙
い
撃
ち
に
さ
れ
る

リ
ス
ク
も
か
な
り
高
い
で
す
。
ま
さ

に
安
全
で
安
く
飲
め
る
水
道
水
と
い

う
日
本
の
宝
で
貴
重
な
ラ
イ
フ
ラ
イ

ン
を
海
外
に
売
り
渡
す
と
い
う
状
況

で
す
。
こ
の
よ
う
な
日
本
の
将
来
を

顧
み
な
い
政
治
は
有
権
者
の
手
で
終

わ
ら
せ
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
▼
新

自
由
主
義
経
済
に
よ
り
庶
民
の
暮
ら

し
が
破
た
ん
す
る
リ
ス
ク
に
つ
い
て

は
、
ア
メ
リ
カ
な
ど
の
事
例
も
生
の

声
を
聞
き
多
く
調
べ
た
堤
未
果
さ
ん

の
著
書
が
お
す
す
め
で
す
。
特
に
現

在
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
「
日
本
が

売
ら
れ
る
」
は
、
で
き
る
だ
け
多
く

の
方
に
読
ん
で
ほ
し
い
内
容
で
す
。

2019年「生活改善要求アンケート」

にご協力をお願いします。

職場の実態と皆さんの要求をつかんで、

労働条件の改善に役立てていきたいと思

います。沖電気の職場を明るくする会ホー

ム ページからでもアンケートができます。

◇ＯＫＩウィンテック（従業員約630名)と

ＯＫＩカスタマアドテック(従業員約2570名)を

合併 （１９年４月予定）

◇沖電線を完全子会社化(関連子会社5社含む)

◇沖データが沖デジタルイメージング

沖データ・インフォテックを吸収

◇沖アドバンスコミニュケーションズは沖ソフトウェ

アに吸収

◆ＯＫＩ決算は子会社８４社すべてを連結の範囲に

含めている（１８年３月期）

前年比１０社減

◇1996年4月、誰もが気軽に参加できる社会貢献

活動として役員・社員を対象に開始。

2018年は3月に愛媛県赤十字血液センターに

献血運搬車等を寄贈。今回で28台目。

◇1964年8月21日、日本で初めて企業の集団献

血が行われたのがOKIの品川事業所。175名の社

員が参加。

この日は現在「献血の日」

（配当性向）

ク
リ
ス
マ
ス
カ
ク
タ
ス

◇労働組合員

2018年8008人 (組織率42.2%)に後退

2001年15890人 (組織率61.2％）

◇従業員

2018年18978人 (01年から6648人の減少）

2001年25626人

◇女性従業員数は18年1543人（12.4％）

沖単体では484人（12％）



パ
ワ
ハ
ラ
は
大
丈
夫
？

【
埼
玉
・
本
庄
】

あ
る
職
場
の
人
か
ら
は

「
上
司
の
パ
ワ
ハ
ラ
が
ひ
ど

い
、
見
る
の
も
い
や
」
と
い

う
声
が
聞
こ
え
て
き
ま
す
。

以
前
に
も
み
ん
な
の
前
で
大

声
で
怒
鳴
ら
れ
る
、
仕
事
上

の
問
題
で
一
方
的
に
頭
ご
な

し
に
叱
ら
れ
る
な
ど
の
問
題

が
言
わ
れ
て
い
ま
し
た
。

そ
ん
な
中
、
労
働
組
合
が

率
先
し
て
職
場
の
問
題
を
取

り
上
げ
、
現
場
の
声
を
聴
い

て
い
ま
す
。

い
ま
社
会
的
に
も
パ
ワ
ハ

ラ
被
害
で
心
の
病
は
増
加
し
、

被
害
が
深
刻
化
す
る
中
で
対

策
の
強
化
が
求
め
ら
れ
て
い

ま
す
。
現
在
、
職
場
の
パ
ワ

ハ
ラ
行
為
を
禁
止
す
る
為
の

「
法
制
化
」
が
厚
生
労
働
省

の
労
働
政
策
審
議
会
で
議
論

が
さ
れ
、
年
内
に
結
論
を
出

す
事
に
な
っ
て
い
ま
す
。
パ

ワ
ハ
ラ
は
職
場
か
ら
一
掃
し

た
い
も
の
で
す
ね
。

大
型
連
休

非
正
規
は
つ
ら
い
よ

【
非
正
規
社
員
】

政
府
が
新
天
皇
の
即
位
を

祝
す
た
め
に
、
特
別
立
法
を

閣
議
決
定
し
て
、
来
年
は
４

月
２
７
日
か
ら
１
０
連
休
に

す
る
こ
と
を
決
め
ま
し
た
。

菅
官
房
長
は
「
１
０
連
休

に
よ
る
ゆ
と
り
あ
る
国
民
生

活
の
実
現
を
期
待
す
る
」
と

述
べ
ま
し
た
。

日
給
や
時
給
で
働
く
非
正

規
社
員
は
労
働
時
間
を
奪
わ

れ
ド
カ
ン
と
月
給
が
下
が
り
、

｢

ゆ
と
り
あ
る
生
活
」
は
壊

さ
れ
、
生
活
が
で
き
ま
せ
ん
。

政
府
に
賃
金
保
障
を
お
願

い
し
た
い
気
持
ち
で
す
。

定
時
後
の
交
通
安
全
講

習
会
っ
て
、
残
業
扱
い
に

な
ら
な
い
の
？

【
群
馬
・
富
岡
】

１
１
月
２
６
日
、
今
年
度

二
度
目
の
交
通
安
全
講
習
会

が
開
か
れ
ま
し
た
。
車
・
バ

イ
ク
通
勤
の
従
業
員
は
、
一

年
に
一
度
受
け
る
こ
と
が
義

務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
定

時
後
、
疲
れ
た
な
か
で
７
時

頃
ま
で
交
通
安
全
の
話
し
や

ビ
デ
オ
を
見
ま
す
。
参
加
し

な
い
と
駐
車
場
の
割
り
当
て

な
ど
の
ペ
ナ
ル
テ
ィ
ー
が
あ

り
ま
す
。

年
末
に
か
け
て
事
故
が
増

え
て
く
る
の
で
、
注
意
喚
起

の
上
で
は
重
要
な
講
習
内
容

で
す
。

し
か
し
一
斉
定
時
日
に
、
会

社
の
行
事
と
し
て
義
務
付
け

ら
れ
て
い
る
講
習
会
、
「
こ

れ
っ
て
残
業
扱
い
に
な
っ
て

も
い
い
よ
ね
」
と
い
う
声
が

以
前
か
ら
上
が
っ
て
い
ま
す
。

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識

強
化
の
傾
向

【
埼
玉
・
蕨
】

約
１
年
前
か
ら
社
内
で
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
や
内
部
統

制
と
い
う
言
葉
が
多
く
出
て

き
て
、
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

（
法
令
遵
守
）
を
実
践
す
る

た
め
の
施
策
が
実
践
さ
れ
て

い
る
こ
と
、
お
よ
び
社
内
教

育
な
ど
に
よ
り
全
社
員
に
し
っ

か
り
展
開
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
実
感
し
て
い
ま
す
。
サ
ー

ビ
ス
残
業
問
題
に
つ
い
て
も

数
か
月
前
に
感
じ
て
い
た
抜

け
穴
の
部
分
が
解
消
さ
れ
、

こ
の
１
年
で
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
意
識
の
大
き
な
進
展
が

感
じ
ら
れ
て
い
ま
す
。

ＯＫＩは障がい者の法定雇用率をクリア

行
政
機
関
、
水
増
し
発
覚
で
未
達

２
・
５
％
を
１
・
１
８
％
に
訂
正

■厚生労働省の１７年度報告では、雇用義務のある

５０人以上規模の企業での障がい者雇用数は４９．

６万人で、法定雇用率の２％は未達。達成企業は半

数に止まっている。民間企業には未達１人あたり月

５万円の納付金が科せられる。１７年度納付金の総

額２９３億円。省庁は罰則なし。

■ＯＫＩは障がい者の雇用に特別に配慮した子会社・

特例子会社（ＯＫＩワークウェル）を０４年に設立

して、雇用拡大に努めている。１８年５月１日現在

の社員数は７９人（健常者１２人を含む）うち、在

宅勤務者は４８人。

参考：全国にある特例子会社は４６４社あり、

２９，７６９人が働いている。

貧
富
の
格
差

世
界
の
社
会
問
題

全
世
界
の
１
０
人
に
一
人

が
１
日
２
ド
ル
以
下
の
生
活

を
余
儀
な
く
さ
れ
て
い
る
の

に
、
昨
年
１
年
間
に
生
み
出

さ
れ
た
富
の
８
２
％
が
最
も

豊
か
な
１
％
が
手
に
し
、
貧

し
い
３
７
億
人
が
手
に
し
た

富
の
割
合
は
１
％
未
満
で
あ
っ

た
。
何
億
人
も
の
人
々
を
貧

困
の
中
に
閉
じ
込
め
、
社
会

の
亀
裂
を
つ
く
り
、
民
主
主

義
を
脅
か
し
て
い
る
。

日
本
の
生
活
保
護
世
帯

過
去
最
多

昨
年
、
国
内
の
生
活
保
護

世
帯
は
１
６
４
万
。
う
ち
高

齢
者
が
８
４
万
人
と
な
り
、

高
齢
者
の
生
活
苦
が
顕
著
と

な
っ
て
い
る
。
世
界
の
主
要

１
５
６
ヵ
国
を
対
象
に
し
た

幸
福
度
ラ
ン
キ
ン
グ
で
、
日

本
は
５
４
位
と
前
年
よ
り
順

位
を
下
げ
て
い
る
。

日
本
の
「
貧
困
ラ
イ
ン
」

は
９
９
年
の
１
５
７
万
円
が

１
４
年
の
１
３
３
万
円
へ
と

下
が
り
続
け
て
い
る
。
図
Ｂ

経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ

Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
の
中
で
、
カ
ナ
ダ

な
ど
６
ヵ
国
は
「
貧
困
ラ
イ

ン
」
は
大
幅
に
上
が
っ
て
い

る
の
に
、
低
下
し
て
い
る
の

は
日
本
だ
け
で
す
。
図
Ａ

８
時
間
働
け
ば

生
活
で
き
る
社
会
を

貧
困
の
要
因
は
低
賃
金
と

非
正
規
雇
用
の
拡
大
、
労
働

者
派
遣
法
の
改
悪
、
異
常
な

長
時
間
労
働
な
ど
生
活
に
深

刻
な
影
響
を
与
え
て
い
る
か

ら
だ
。
株
主
配
当
や
経
営
層

の
報
酬
を
制
限
し
、
累
進
課

税
制
度
の
完
全
導
入
、
最
賃

の
時
給
を
１
５
０
０
円
に
改

め
る
な
ど
の
諸
政
策
を
政
府

に
求
め
た
い

図
Ａ

図
Ｂ

ＯＥＣＤの相対的貧

困ラインを採用。全世帯の等価可処

分所得の半分の値を示す。

法
令
遵
守
違
反
の
倒
産

３
年
ぶ
り
増
加

東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
調

べ
１
７
年
度
に
業
法
・
法

令
違
反
や
脱
税
、
粉
飾
決

算
な
ど
の
「
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
違
反
」
が
一
因
で

の
倒
産
は
１
９
５
件
。
負

債
総
額
が
一
千
億
円
以
上

は
欠
陥
エ
ア
バ
ッ
ク
の
タ

カ
タ
と
磁
気
治
療
器
の
ジ
ャ

パ
ン
ラ
イ
フ
の
２
社
。

国
の
補
助
金
だ
ま
し
取

り
事
件
の
森
友
学
園
も
１

６
億
円
超
負
債
で
倒
産
。

介
護
福
祉
業
界
の
倒
産
が

１
４
件
に
上
っ
て
い
る
。

■
倒
産
件
数

１
６
年
１
７
９
件
。

１
５
年
１
９
１
件
。

１
４
年
２
１
６
件


